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事例に基づく官民対話の分類

サウンディングとは、事業発案段階や事業化検討段階において、事業内容や事業スキーム等に関して、
直接の対話により民間事業者の意見や新たな事業提案の把握等を行うことで、対象事業の検討を進
展させるための情報収集を目的とした手法である。
また、事業の検討の段階で広く対外的に情報提供することにより、当該事業に対する民間事業者の理
解の促進や参入意欲の向上を期待するものである。
サウンディングについては、地方公共団体が自ら対話相手を公募して行う形のものや地方公共団体が委
託したコンサルタント等が自らのネットワークを活用して行う形のものがある。

サウンディングとは

出所:国土交通省「PPP/PFI 事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集」をもとに作成

期待される効果

 官では発意されないような、民独自の創意工夫・ノウハウ・アイデアを活用した事業を創出。
 官民間の対話・提案を公式・公開の手続きで行うことで、対話・提案内容を公開・客観的な資料等

として活用。
 広く公募することで、事業参加者の裾野を拡大。
 早期からの情報提供により民間の検討期間を確保し、より優れた事業提案を誘引。
 公共側の問題意識を早期から共有することで、地域住民や公共の意向を踏まえた事業形成を促進。
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事例に基づく官民対話の分類

対話・提案の手法

出所:国土交通省「PPP/PFI 事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集」をもとに作成

構想提案型
事業発案段階において、現行の公共サービスの問題
点と解決策の提案や、新たな事業の提案を受けること
を目的とした手法であり、事業発案のみを目的として事
業者選定は別途実施する手法。

セミナー・フォーラム活用型
事業発案段階や事業化検討段階において、セミナー
やフォーラムを開催し、地方公共団体からの情報提供
によって民間事業者の参入意欲の向上を図り、また事
業内容に関する質疑応答や意見把握等を行うことで、
事業化検討を進展させることを目的とした手法である。

サウンディング型
事業発案段階や事業化段階において、新たな事業内
容の提案を受け、事業内容に関する質疑応答や意見
把握等を行うことで、主として事業化検討を進展させる
ことを目的とした手法である。

競争的対話型
事業者選定段階において、公募資料に関する質疑応
答や意見把握等を行うことで、主として事業者選定を
円滑に進めることを目的とした手法。

段階選定型
事業発案段階から事業者選定を視野に入れて、新た
な事業内容の提案や質疑応答、事業内容や選定手
法に関する意見などを提案として受け入れることで、事
業の全段階において民間事業者からの提案を反映す
ることを目的とした手法である。

段階提案型
事業発案段階において、現行の公共サービスの問題
点と解決策の提案や、新たな事業の提案を受けること
を目的とした手法であり、事業発案とともに事業化検
討を実施する手法。

民
間
提
案

市
場
対
話

事
業
者
選
定
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事例に基づく官民対話の分類

目的別に適用可能な対話・提案手法

出所:国土交通省「PPP/PFI 事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集」をもとに作成

（注１）本表は、調査事例における実施内容に基づき整理したものである。
（注２）対話・提案手法による民間事業者へのインセンティブには主に以下の３つがある。

※１ 提案者と随意契約を結ぶ。※２ 早期から関係情報を入手することができる。※３ 事業者の公募の際、提案者に加点措置がある。
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事例に基づく官民対話の分類

目的別に適用可能な対話・提案手法

出所:国土交通省「PPP/PFI 事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集」をもとに作成

① 事業発案段階において、事業の構想検討を主な目的とする場合には、民間提案の「構想提案型」または「段階提案型」が適している。
② 事業発案段階において基本計画を策定する場合や、事業化検討段階において事業手法を検討し公募要項を検討することを目的とする

場合には、「セミナー・フォーラム 活用型」または「サウンディング型」が適している。
③ 事業者選定段階において、公募を行い、事業者を決定することを主な目的とする場合には、「競争的対話型」または「段階選定型」が適し

ている。
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サウンディングとは

PPP マーケットサウンディング型 提案インセンティブ付与型 選抜・交渉型
概要  事業案の作成前に、参加事業者

を募る（任意・無償が原則）
 個別ヒアリングやワークショップによっ

て、アイデアや意見を把握する調査
（マーケットサウンディング）を実施
し、事業案の策定・事業者選定に
移行するもの

 事業化に対するアイデア・工夫を含
んだ提案を募集（事業発案時）

 提案採用決定後、提案採用事業
者に対して公募に向けた条件整理
のためのヒアリングを行い（公募条
件検討時）、事業者選定の評価
において、提案採用事業者へのイン
センティブを付与するもの

 民間事業者のアイデアと工夫を含む
提案を募集

 提案内容を審査して優先順位付け
を行い、事業内容について競争的対
話による協議を行い、協議が整った
者と契約

自治体  必要な情報を収集する調査として
の性格が強い

 得られたアイデアや意見をその後の
検討や公募条件の策定に部分的
に採用することが基本

 公平性の観点から、提案募集にあ
たり、事業者選定において提案採
用事業者に対する評価の加点を行
う 旨を募集要領等に明記しておく
必要がある

 当初から詳細な事業提案を求めるの
ではなく、競争的対話の中でより本
格的な提案を求める工夫により、提
案に係る負担を軽減・合理化するこ
とも可能

民間事業者  無償でも参画するメリットは、
 ①自治体の事業方針等を直接聞

くことができる点
 ②自らの考えを自治体に伝えること

ができる点

 提案採用事業者が確実に有利に
なる

 他の事業者の参入意欲を削がない
よう考慮する必要がある

 メリットは以下の2点
① 協議成立時における契約締結を前

提とした募集である点
② 提案内容を競争的対話の中で柔

軟に変更できる点

留意点  事業に関する情報を公表するため、
地元住民や庁内等との調整を事
前に行っておく必要がある

 公平性・競争性を確保する観点か
ら、第三者機関の設置等厳格な仕
組の導入が必要

 公平性・競争性を確保する観点から、
事業者募集について広く周知される
工夫が必要

 第三者機関の設置等厳格な仕組の
導入が必要

 公募条件の設定が公平性・競争性
の観点から適切であるか事前に慎重
に審査が必要

出所:内閣府 総務省 国土交通省「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」もとに作成

サウンディングの方法
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サウンディングとは

出所:内閣府 総務省 国土交通省「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」もとに作成
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実施方式によるサウンディングの類型

事例に基づく官民対話の分類

分類の考え方 メリット デメリット
オープン方式
複数の民間事業者からの意見聴
取を行う方式

 複数の民間事業者の意見を比較し、場合
によっては共に議論をしながら、意見を聴く
ことが可能。

 競合相手等が同席している場合もあるため、
具体的なアイデア、ノウハウを開示してもらえ
ない可能性がある。

クローズ方式
民間事業者からの意見聴取等を
個別に行う方式

 民間事業者から、より具体的・積極的なア
イデアやノウハウを聴くことが可能。

 公平性、透明性等の担保について、一層の
留意が必要（特に公募条件等の検討時）。

アンケート方式
民間事業者からの意見聴取を書
面やWeb等を通じて行う形式

 短時間により多くの民間事業者から意見を
聴くことが可能。

 直接対話を行わないため、双方の意図が十
分に伝わらない可能性がある。

出所:国土交通省「PPP/PFI 事業を促進するための官民間の対話・提案 事例集」をもとに作成

傍
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席
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提
案
者
・
助
言
者
Ａ

提
案
者
・
助
言
者
Ｃ

提案者・助言者B

相談自治体

事案の課題等
について相談

アイデアや
意見出し

オープン型

相談自治体

提案・助言者E

提案・助言者Fグループ

提案・助言者D

複数事業者の
グループでの参加も可能

クローズ型

サウンディングイメージ

① 参加者は、「相談自治体」、「提
案者・助言者(民間事業者等)」、
「傍聴者※オープン型のみ」。

② 傍聴席を設け、傍聴者は自由に
ブースの出入りができます。
※オープン型のみ

③ 相談自治体から事案概要等の
説明後に、提案者・助言者から
アイデア出し等を行います



有効なサウンディング
実施に向けたポイント



サウンディングにおける検討ポイント
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検討ポイント 内容
①解決すべき課題

の明確化
 対象となる用地や施設等において、具体的に想定される課題があることが良い
 具体的な課題に対して解決すべき事項や、民間事業者の立場から意見を求めたい事項を示す

②インセンティブの
設定

 インセンティブが大きいほど民間事業者の参画は高まる。インセンティブが小さいと参画意欲は小さくなり、サウンディング
への参加者は少なくなる懸念がある

 適切なインセンティブを個別に検討することが望ましい

③民間事業者の
負担軽減

 「サウンディングへ参加する費用は、参加事業者の負担とする」前提においては、民間事業者側の柔軟な提案を幅広
く受け付けるために、民間事業者の負担となる資料作成や詳細検討等の要求は最小限度とすることが望ましい。

④検討に必要な
情報提供

 現地見学会や説明会の開催やサウンディング対象事業に関連する補足資料の開示をサウンディングの手続きと並行し
て行うことで、民間事業者に対する周知・情報提供を円滑に進めることができる。

⑤民間事業者の
ノウハウの保護

 民間事業者からの提案内容や独自ノウハウに関しては、知的財産の観点から情報の保護を行う
 具体的には、結果の公開に際して提案者への確認を徹底する

⑥担当課の設定と
庁内の連携体制

 対象事業が複数の所管課にまたがる場合には、庁内における情報共有、合意形成に留意

⑦公平性・透明性
の確保

 特定の民間事業者との関係性が強い場合には、利害関係に懸念を抱かれる場合があり、結果として事業推進の障
害となることが想定される。サウンディングの実施にあたっては、公平性・透明性に留意

出所:国土交通省総合政策局社会資本整備政策課「官民対話による市場調査の可能性について（平成30年7月）」をもとに作成

サウンディングにおける検討ポイント
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実施方式によるサウンディングの類型

検討ポイント オープン方式 クローズ方式 アンケート方式
①解決すべき課題

の明確化
 競争相手が同席する可能性も踏

まえた項目設定が必要
 提案・発言内容の取扱い方法と

連動した項目設定が必要
 微妙なニュアンスや意図が曖昧と

ならぬよう設問設定が必要

②インセンティブの
設定

 参加へのインセンティブ設定も考え
られるが現実的には困難

 積極的な参画と精度の高い提案
のためには有効

 回答する価値判断が可能な場合
以外は困難

③民間事業者の
負担軽減

 資料提供よりも官民のネットワー
クづくりの視点が有効

 参画に対するインセンティブがあれ
ば提案書も有効

 簡潔な補足資料提供を認めつつ
も、調査票のみが原則

④検討に必要な
情報提供

 公表済み・公表可能情報は積極
的に提示することが有効

 民間事業者に守秘義務を課すレ
ベルの情報提供も可能

 設問の回答に有効な情報は積
極的に提示することが有効

⑤民間事業者の
ノウハウの保護

 形式的にノウハウ保護は困難
 参加者以外への結果の取扱い等

について提示が必要

 より具体・詳細な対話をするために
は明確な規程が必要

 提案の取扱い、採用基準、方法等
について提示が必要

 結果公表のレベル感とともに明示
することが必要

 回答結果、提案の取扱いについ
て提示が必要

⑥担当課の設定と
庁内の連携体制

 対象事業が複数の所管課にまた
がる場合には、庁内における情報
共有、合意形成に留意

 対象事業が複数の所管課にまた
がる場合には、庁内における情報
共有、合意形成に留意

 対象事業が複数の所管課にまた
がる場合には、庁内における情報
共有、合意形成に留意

⑦公平性・透明性
の確保

 形式上不特定多数の参画を前
提とすることが有効

 参画者の意思確認が必要である
が基本的に公開

 事業内容によっては特定の事業
者を指名することも有効

 社会実験型以外は事業者名が
非公開となる場合が多い

 事業内容によっては特定の事業
者を指名することも有効

 結果の公表方法とともに取扱いに
ついて提示が必要

出所:国土交通省総合政策局社会資本整備政策課「官民対話による市場調査の可能性について（平成30年7月）」をもとに作成

サウンディングにおける検討ポイント
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有効なサウンディングに向けた事前準備

サウンディング案件概要書の記載例

出所:国土交通省HP「サウンディング（令和2年度）愛媛県新居浜市『新居浜市市民文化センター建替えにおける民間活力の導入検討』」
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情報開示の重要性

◎
有効な例

△
改善余地

あり

形だけのサウンディング
となる可能性あり・・・

良くも悪くも自治体の
取り組む姿勢は民間事
業者に伝わる・・・

目的・計画・現在の
状況等の情報開示

 スケジュールや数値資料がなく、市場性や実
現性がつかめない。

 「何でもいいので何か提案してください。」という
ように、相談自治体の意図やコンセプトが明
確でない。

 規制や制限・縛りが多く、アイデアを出しづらい。

情報開示の重要性

出所:国土交通省HP「サウンディング（令和2年度）愛媛県新居浜市『新居浜市市民文化センター建替えにおける民間活力の導入検討』」

ビジネスのイメージが湧きやすく、
アイデアや課題が出やすい



サウンディングの必要性

16出所:内閣府・総務省・国土交通省「PPP事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」をもとに作成

PPP/PFI導入が消極的とならないために
双方向的なコミュニケーションを実現

 庁内検討だけでは地域内の施設・土地の活
用方法や運営方法の選択肢が限定的になっ
ている。

 市場性の有無や実現性の高い事業スキーム
が明確でない。

 幅広く民間事業者からアイデア、意見を聞い
て事業化に反映させることが地域の課題解決
につながる。

地方自治体

 公募型プロポーザル方式における民間提案の
負担が大きい。

 公募条件において、コストをかけた提案を「た
だ取り」されたのでは割が合わない。

 提案や手続きにもコスト（時間・費用）がか
かる。

民間事業者

 地域において何が課題となっているか、地方自治体が求めるものは何か（課題等の明示）。
→ex:公共サービスの質の向上、公共負担の削減、公的不動産の活用等地域経済の活性化

 資料負担の軽減、提案の取扱の明示、事前・事後の質疑応答、提案情報の管理、結果の通知・公
表等。

サウンディング

地域の産学官金で構成され、意見交換等の相互コミュニケーションの機会を創出することが可能

地域プラットフォーム
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地域プラットフォームの活用

地域プラットフォームを活用したサウンディング

 複数の地方公共団体が連携して形成された地域プラットフォームでは、案件が安定的に提起されや
すくなり、官民対話が継続的に行われ、地域に定着しやすくなることが期待される。なお、条件を満た
す地域プラットフォームは、内閣府及び国土交通省と協定を締結することにより支援を受けられる。

 複数の地方公共団体が合同でサウンディングを行うことは、サウンディングにあわせて現地を見てもらう
ことができない等のデメリットもあるが、１件あたりの参加コストが減るという民間事業者側のメリットもあ
る。多数の地方公共団体がサウンディングに参加する場合、民間事業者から地方公共団体に官民
連携事業の実績や提案を説明する場もあわせて設けることにより、民間事業者の参加モチベーション
を高めることができる。

 地域が主体となった
PPP/PFIの推進を一
層進めるため、国土交
通省と内閣府が、概ね
県単位の産官学金か
らなる地域プラット
フォームと協定を結び、
その活動を支援

出所:国土交通省・内閣府「PPP/PFI地域プラットフォーム協定制度の概要」をもとに作成
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地域プラットフォーム一覧

地域プラットフォームを活用したサウンディング

出所:国土交通省作成資料



事例で見るサウンディングの
実施ポイント



事例でみるサウンディング

20

検討ポイント オープン方式 クローズ方式 アンケート方式

事業発案段階

事業化検討段階

事業者選定段階

サウンディングの事業段階別・方式別整理

地
方
ブ
ロ
ッ
ク
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
（
内
閣
府
・
国
土
交
通
省
）

地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
（
協
定
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）

民
間
提
案
制
度

構想等検討時等のサウンディング

社会実験
一体型

インセンティブ
付与型

基本構想策定
導入可能性調査

一体型
アンケート・ヒアリング一体型

競争的対話



事例でみるサウンディング（オープン方式）
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地域プラットフォームにおけるサウンディング例
山口・広島・北九州地域プラットフォーム
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サウンディングを通して事業化に進んだ案件 【事業発案段階×オープン方式】

事例でみるサウンディング（オープン方式）
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事例でみるサウンディング（段階に応じたサウンディング）

・宅地や民間商業地としての開発可能性
・民間商業地として開発する場合、
土地の売却と借地はどちらがよいか

・複合施設の利便性、機能向上や地域の
活性化につながるアイディア

 ・移転後の安岡公民館・安岡支所用地の活用

事業
実施段階

事業者
公募段階発案段階 事業

検討段階

より具体的な意見を得るため「クローズ方式」で実施
・コンセプトを実現するためのアイデア
・VFMを発現させるための手法
・PFI事業を提案するにあたっての市への希望事項

第1回官民対話

第2回官民対話

第3回官民対話

2019年度

2020年度～ PFI導入可能性調査

・民間商業地としての開発可能性
・PFIの可能性、運営手法に関するアイディア
・営利施設（書店、カフェ等）導入の可能性
・財源確保の手法オープン方式

オープン方式

クローズ方式

事例:山口県下関市 「安岡地区複合施設整備事業」

自治体

民間事業者は
興味を

持つだろうか？

どのような
整備の

アイデアが
あるだろうか？

事業化に向けた
課題は

何だろうか？

民間事業者との意見交換等を通じ、
事業に対して様々なアイデアや
意見を把握する必要がある

地域金融グループが主催する
地域プラットフォームのネットワークを
活用した官民対話(サウンディング)により、
自治体と民間事業者の意見交換を実施

民間事業者

進行(金融機関)
相談自治体

山口地域PPP/PFI
官民連携プラットフォーム
における官民対話実施状況

山口県下関市「安岡地区複合施設整備事業」
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事例でみるサウンディング（段階に応じたサウンディング）

山口県下関市「安岡地区複合施設整備事業」
クローズ型官民対話（案件概要書）
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事例でみるサウンディング（段階に応じたサウンディング）

事業
実施段階

事業者
公募段階発案段階 事業

検討段階

山口県下関市「安岡地区複合施設整備事業」

事例:山口県下関市 「安岡地区複合施設整備事業」

・事業スキームに応じた事業参入意欲の確認
・想定する官民の事業範囲における役割分担に対す
る意見聴取

・地元企業との協力体制
・対象敷地の望ましい配置案（ゾーニング）
・複合施設の事業アイデア

より具体的な意見を得るため「クローズ方式」で実施
・コンセプトを実現するためのアイデア
・VFMを発現させるための手法
・PFI事業を提案するにあたっての市への希望事項

第1回官民対話

第2回官民対話

2020年度

2021年度～

アンケート方式

クローズ方式

事業者公募段階

PFI導入可能性調査
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事例でみるサウンディング（段階に応じたサウンディング）

山口県下関市「安岡地区複合施設整備事業」
アンケート調査票（導入可能性調査時）

事業
実施段階

事業者
公募段階発案段階 事業

検討段階
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事例でみるサウンディング（段階に応じたサウンディング）

山口県下関市「安岡地区複合施設整備事業」
アンケート調査票（導入可能性調査時）
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事例でみるサウンディング（段階に応じたサウンディング）

山口県下関市「安岡地区複合施設整備事業」
アンケート調査票（導入可能性調査時）

 事前アンケート調査票を民間事業者（設計、建設、維持管理、運営、金融機関等）へ郵送及び
メール送付にて依頼。

 ヒアリング意向があった企業に対して、同時期に実施された「山口地域PPP/PFI官民連携プラット
フォームを活用したサウンディング型市場調査（クローズ型）」の中でヒアリングを実施した。



事務局からの連絡事項



30

地方ブロックプラットフォームサウンディング開催のお知らせ

事務局からの連絡事項
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地方ブロックプラットフォームサウンディング開催のお知らせ

事務局からの連絡事項


